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2C14 変革 期 における R&D マネジメントに 求められる木質的課題 

OUJ 崎 宏之 ( 三菱電機 ) , 山田郁夫 ( 三菱総研 ) , 馬場準一 ( 三菱電機 ) 

1 . はじめに 

80 年代の日本は ， ェ ズラ・ボーゲルが「ジャパン ，アズ・ナンバーワン」を 著し，得意絶頂の 時期にあ った。 し 

かし 85 年には，あ るアメリカのコンサルタントが ，政治・経済・ 社会の面から 世界の国々の 力を比較し，「日本は ， 

今は アメリカ，西独に 次いで世界第 3 位であ るが， 9Q 年代に入ると 30 位に転落する。 その主因は日本の 下島国根 

性 ( 世界に対して 開いていない 力であ る」と予測している [1] 。 残俳ながら，今日の 我国はこの予測に 近い評価 

を 受けている。 これからは，アメリカ 発の ニュー・エコノミーが 世界を席巻してくるであ ろう。 ニュー・エコノミ 

一 を支えるものは ， IT に代表される 先端技術とべンチャー・キャピタルであ る。 

この企業環境に 対処するために ， R&D マネージャーは ， 

1) 企業の存続発展を 支えるものは ，イソベーションであ り，コーポレート R&D は将来経営の 原点であ る。 

2) 我国は長年，官僚主導の「リスク 抑制型の資本主義 ( リスク・テイクをしない ) 」で動いてきたが ，こ 

れからは，資本主義の 論理であ る「収益とリスクとの 対応関係」が 重視される。 

3) これからの社会は ， 開かれた知識社会となる。 企業も社会に 対して開いたものとならねばならぬ。 

という 3 点を特に体して ，「一貫した 哲学」に基づいて 行動する必要があ る。 特に重要なことは「企業の 競争優位の 

維持」「適正な 評価」そして「開かれた 社会におけるコーポレート R&D 」に集約されよう。 

本 報ではこのような 基本的な考え 方に基づいて ， R&D マネジメントに 求められる本質的課題について 述べる。 

2. 企業の競争優位の 維持 

競争 優他 とは，相手に 簡単に真似の 出来ないものを 持っことであ る。 例えば研究設備は ，購入するか ，借用すれ 

ぱ 相手に追い付くことも 出来る場合があ る。 また優れた研究者もスカウトすることが 可能であ る。 最も真似のしに 

くいものが，組織文化であ る。 組織文化としての C0E の構築を目指すべきであ る。 企業トップの 志しが明確に 伝わ 

り， 優れた研究リーダ 一のいる活気あ る組織は ， 優れた研究者を 引き付けて逃さない。 

特に現下の情勢では ，企業には社会的・ 政治的な期待や 圧力が増々大きくなっており ，企業は先ず 競争力を高め ， 

利益を上げなくてはならない。 利益が出なければ 何事も上手くいかない。 R&D は利益の源泉となる 価値を創る。 価 

値はい う までもなく，顧客にとって 価値のあ るものでなければならなし ) 。 

顧客価値の一般的動向を 示すものは，産業構造の 変化であ る。 農水産業や工業の 提供するのは「もの」であ り， 

量産システムによって 激しい価格競争に 対応してきたが ，やがて成長と 利益の維持が 難しくなり，新しい 価値が求 

められ，サービス 業が第 3 の産業として 出てきた。 今やサービス 業における生産性の 向上によって 第 4 の産業とし 

て「経験産業」 [2] が出現しつつあ る。 この「経験産業」という 言葉は最近のものであ るが，サービス 産業に次ぐ 

第 4 の産業という 考え自体は，アメリカでは 1960 年代にあ る企業のトップによって 生産性向上の 問題に関連して 構 

想されている [3]0 このようなトップの 構想は，事業機会を 提供し，コーポレート R&D を強力に支えることになる。 

将来産業に関するトップの 構想作りは，企業統治 ( コーポレート・ガバナンス ) に係るものでなければならず ，コ 

ーポレート・ガバナンスがコーポレート MD の強固な基盤になっていることを 示している。 このことは R&D の トッ 

プは ，企業統治のための 水 一ドの メンバーたるべきことを 意味している。 

R&D 遂行の効率を 増すためには ，有能なパートナー ( 国内外の大学・ 顧客等 ) と組むことが 必要となる。 「 IT 時代 

は はパートナーとの 結び付きは，その 場限りのものとなる」 [4] と言われるが ，これは付加価値の 少ない コ モディ 

ティについてのことであ って， MD のような高度の 知識に関るものは ，「余人を以って 考え難いパートナー」との 結 
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び 付きとなる。 高い技術力と 信頼感の厚いパートナーを 選ぶことが必要であ る。 パートナーとは 短期の付き合いで 

はないので，その 選定に当たっては 長い目で見た 評価を行うべきで ，正しい評価を 行うことは R&D マネージャ一の 

能力の一 つ であ る。 

3 . R&D の周辺 

まず，最初に 企業研究所を 取り巻く状況について 纏めて置く。 そもそも企業研究所は ，企業の将来を 開発すると 
いう事業を行っている。 総合電機会社の 中には，いろいろな 事業を担当している 事業本部があ るが，大別すると「 伝 
締約事業 ( 例えば 重電 ) 」「 emergi ㎎ /hi 曲 -tech 事業」「混乱している 事業部門」になる。 この内「 emergi ㎎ /hi 曲丑 ech 

事業」は ， R&D に似ているので ，企業内の事業部門は ， 

1) Future Business 

2)@ Traditional@ Business 

3  )  Unce れ a ㎞ Business 

の 3 つに 分類されよう。 これらの関係を 図 1 に示す。 

R&D マネージャーは ， 特に上記のグループ 2)3) との対応に意を 用いる必要があ る。 2) のグループは H/Wo ㎡ ented 

であ って，規律を 重んじ閉鎖的な 体制を好む。 これは歴史的な 所産であ り，急激な改革は 混乱を招く。 サ ー ピス 的 

要素を事業に 取り入れる方向への 誘導を行うとよい。 3) のグループは ，技術志向の 度合いが強すぎて ，技術間の 
バランスが失われている。 もっばら，「市場志向の 度合いが少ない」等が 混乱の原因であ ることが少なくない。 これ 

らの原因を出来ることから 訂正していくことが 有効であ り， R&D との人的交流も 有効であ る。 
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１ 図 R&D の周辺 

4, 適正な評価 

R&D への投資は「収益とリスクの 対応関係」ということで 考えると，理論的には「 (R&D による新製品からの 利益 
の現在価値 ) x ( 成功確率 ) 」を越えてはならないということになる。 「利益の現在価値」も「成功確率」も 共に正 
し い 評価は決して 容易ではないが ，これを行わないと R&D は研究部門長の 独断に毒されたり ，あ るいは研究者の 自 
由 放任に流されてしまい ，企業の研究部門としての 使命が果せなくなる。 R 即は決して投機ではないのであ る。 こ 

の点，戦前の 三菱の総帥であ った岩崎小弥太の 投機についての 見解 [5] を紹介したい。 「我々の仕事には 原則とし 
てどこまでも specdatlon は排斥したいのであ ります。 成る程広義に 解釈しますれば ，我々の L は e れ sef ね 

Speculatlon とも言えるであ りましょう。 総ての事業にして spec Ⅲ atlonelement の無きものなしと 言えるであ り 

ましょう。 然しもっぱら 許すべからざる 投機と許すべき 思惑との間には 常識を以って 厳然たる区画を 置くことが 出 
来ると思います。 万一を焼ィ幸し 一捜 千金を夢み暴利の 獲得を目的として 為したる投機と 精細なる調査研究の 上に立 
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ち 周到なる計算によりて 為されたる思惑との 間には其の衡に 当たる者の動機において 大いになる差があ るのであ 

る 丑 

R&D の成果は人が 創るものであ る。 よって，研究部門の 人の動機付けが 大切であ ることは言うまでもない。 日本 

では 未 だ社会における 人材の流動性が 充分でないので ，個人の業績中心の 評価は必ずしも 有効ではない。 チームベ 

一スの 評価が有効と 思われる。 評価はその組織の 文化 ( 風土 ) に基づいて実行しないと 種々の問題を 生む。 

企業における 研究は，一人の 優秀な研究者のみでは 出来ない。 知識は実践しなければ 価値を生まない。 新知識を 

生む研究者を 支援する人々が 知識の実践には 欠くことが出来ない。 試作品のテストを 繰り返すことによってミスの 

ない製品に仕上げる ( これは「玉成」と 呼ばれる ) には，技能と 共に根気と体力を 必要とする。 筆者らが開発の 実 

務に携わっていた 頃 には，このような 仕事は高卒の「技士系統」の 人が担当していた。 彼等の仕事は 地味なもので 

あ り，研究マネージャーは 現場によく出掛け ，彼等との対話によって 真の価値を発掘する 必要があ る。 彼等は優秀 

な人が少なくなく ，一緒に働いた 者の中には「学位を 取って高専教授になった 者」「ベンチヤ 一企業の役員」になっ 

た 者もいる。 最近は我国でも 実力主義が 標傍 され成果が重視される。 このことは間違いではないが ，研究者と支援 

する人々の地味な 仕事振りの評価を 忘れてはならない。 

以上に述べて 来たこととは 趣は異なるが ，軽視してはならないのは「研究部門の 落伍者」であ る。 ナ レッジ・ワ 

ーカ一の落伍者の 中には，権 力欲が大きく ，技術的知識を 必要としない 組織を足場にして 上級マネージャーとなり ， 

専門的判断の 欠如から会社に 少なからぬ損失をもたらす 者がいる。 これを防ぐ方法は ，社外に有効なネットワーク 

を持たない研究部門出身者は ，上級マネージ ャ 一に登用しないことであ る。 社外の評価によって 振るい落とす 必要 

があ る。 

5. 開かれた社会における コ一 ボレート R&D 

そもそもコーポレート R&D の遂行には，人材・ 研究費・研究設備を 必要とする。 「経済における 市場・資本主義の 

グローバル化」「政治における 全体主義体制の 崩壊」「技術における 情報・通信・ 輸送手段の進歩」によって ，世界 

は 「開かれた社会」 [6 コ [7] に向かっている。 

我々の考える「開かれた 社会」は ， 

1) ステイクホルダ 一の多様， 注 

2) ステイクホルダ 一間の複雑なネットワーク 

3) 個人，企業，自然環境の 調和的発展という 思想の共有一生命・ 組織・環境の 持続性 

に裏 打ちされたものと 考える。 このような社会における 企業環境を図 2 に示す。 

以下，この文脈における ，コーポレート R&D の「開かれた 社会」への対処について 考えて見る。 

図 2. 21 世紀の企業環境 
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5.1 批判に対して 謙虚であ ること 

批判に対し謙虚であ るべき「開かれた 社会」の基本にあ る思想は，「人間の 考えること，行 う ことには誤謬を 伴 う 

可能性が多いので ，批判的な情報に 謙虚に耳を傾け ，必要な改善をなすべし」ということであ る。 特に，好調な 時 

に将来に対する 批判は素直に 受け入れられないものであ る。 批判に対しては ，反省し，合理的な 改善策を立案して 

実践することが 必要であ る。 日本人は特に 批判に直面すると 自らの殻に籠る 傾向にあ るがあ るが，これは 決して好 

い 結果をもたらすことはない。 

5.2  社会の資源を 活用する 

「開かれた社会」では ，企業は必要とする 資源に容易にアクセスすることが 出来る。 従って比較優位の 原則に従 

って ， 自らの最も得意とするものに 集中していくのが 合理的であ る。 GE は「 No.l or No.2 or Get Out 」という原 

則を有していると 言われている [8] 。 コーポレート R&D も将来， No.1 または No.2 のレベルに到達し 得る技術に集 

中し，その他は 積極的にアウトソースする 必要があ る。 また，企業にとって 多様化するステークホルダーと 特にネ 

ットワークを 通じて協力する 能力を培っておく 必要があ る。 多様なステークホルダーからの 情報は ， 偏った情報に 

よる視野狭窄，それによる 誤った判断を 防ぐのに役立つ。 「双進とは双を 見ることでなく ，回りを見ることであ る」 

という言葉 [9 コは ，将来に向かって 前進する研究部門にとって 特に重い意味を 持つ。 

5.3 知のレベルを 高める 

「開かれた社会」は ，ステークホルダ 一の多様化に 見るように，複雑度の 高い社会であ り，そこに生ずる 問題解 

決 には綜合知を 必要とする。 特に，技術が 政治・経済・ 日常生活のあ らゆる分野に 深く浸透している 今日， コ一 ボ 

レート R&D に関係するマネージ ャ 一には重い責任が 要求される。 綜合 知 獲得のための 大学院教育の 重要，注が高まる 

ばかりであ る。 

6 . な す ぴ 

変革 期の R&D 部門には，開かれた 知識社会における 企業経営の諸側面を 先取り出来る 諸現象が出現する。 「コーポ 

レート R&D こそが将来経営の 原点」であ ると主張する 所以であ る。 
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